トヨタの減産と労働者の生活　―賃金を中心にして― by 杉山 直
はじめに
｢『自動車』 全滅｣｡ このセンセーショナルな
タイトルは, 2008 年 12 月 20 日発行の 『東洋



































1 . 2008 年 3 月決算時での予測
トヨタの 2008 年 3 月期決算は, 1.4％増の 2
兆 2,703 億円と 2兆円を超え過去最高となった｡
トヨタの連結売上高は 9.8％増の 26 兆 2,892 億
円となり, 売上規模では米ゼネラル・モーター




て, 2009 年 3 月期の決算は一転して減益とな
る予測を発表した｡ トヨタは, 連結ベースの世
界自動車生産台数は 1.6％増の 906 万台を計画
しているものの (表 1), 円高・ドル安による
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為替変動だけで 6,900 億円3, 原材料価格の状
況で 3,000 億円の減益などとなり, 営業利益
(連結) は全体で 29.5％の減益を予測したので
ある (表 2)｡ その結果, 当期純利益は 27.2％







料価格の高騰も影響し, トヨタの 2008 年 9 月
中間連結決算は, 営業利益で対前年中間決算比
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前期実績 当期予測 増 減
('07/4 - '08/3) ('08/4 - '09/3) 台 数 ％
日 本 2,188 2,200 12 0.55
北 米 2,958 2,770 △ 188 △ 6.36
欧 州 1,284 1,390 106 8.26
アジア 956 1,100 144 15.06
その他 1,527 1,600 73 4.78
合 計 8,913 9,060 147 1.65
表 1 2008 年 5 月の連結自動車販売台数の予測
(単位：千台)
(出所) トヨタ自動車株式会社 『2008 年 3 月期 決算説明会』, 2008 年 5 月 8 日より作成した｡
(注) トヨタ自動車株式会社 『2008 年 3 月期 決算説明会』 はトヨタ自動車のホームページ
(http://www.toyota.co.jp/jp/) から入手した (2009 年 5 月 19 日アクセス)｡
前期実績 ('07/4 - '08/3)
営業利益 22,703






当期見通し ('08/4 - '09/3) 16,000




前期実績 当期予測 増 減
('07/4 - '08/3) ('08/4 - '09/3) 金 額 ％
売 上 高 262,892 250,000 △ 12,892 △ 4.9
営 業 利 益 22,703 16,000 △ 6,703 △ 29.5
当期純利益 17,178 12,500 △ 4,678 △ 4,678




54.2％減の 5,820 億円となり, 当期純利益は
47.6％減の 4,934 億円となった｡
2008 年 9 月中間連結決算発表後, トヨタは
2008 年 11 月に, 2009 年 3 月期連結決算の業績
予測の下方修正し, 営業利益を当初予測の 1兆




は 2008 年 12 月と 2009 年 2 月に業績予測の下
方修正をしたのである｡ 各業績の予測の修正を
もとに, 連結自動車台数, 営業利益 (連結),
業績 (連結) を表 4, 表 5, 表 6 にまとめた｡
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前期実績 当初予測 08 年 11 月の修正 08 年 12 月の修正 09 年 2 月の修正
日 本 2,188 2,200 2,080 2,010 1,940
北 米 2,958 2,770 2,420 2,170 2,070
欧 州 1,284 1,390 1,210 1,040 1,030
アジア 956 1,100 990 890 890
その他 1,527 1,600 1,540 1,430 1,390
合 計 8,913 9,060 8,240 7,540 7,320
表 4 連結自動車販売台数の予測
(単位：千台)
(出所) トヨタ自動車株式会社 『2008 年 3 月期 決算説明会』 (2008 年 5 月 8 日), 『2009 年 3 月期
第 2四半期決算説明会』 (2008 年 11 月 6 日), 『2008 年 年末会見』 (2008 年 12 月 22 日),
『2009 年 3 月期 第 3四半期決算説明会』 (2009 年 2 月 6 日) より作成した｡
(注) トヨタ自動車株式会社 『2008 年 3 月期 決算説明会』 はトヨタ自動車のホームページ
(http://www.toyota.co.jp/jp/) から入手した (2009 年 5 月 19 日アクセス)｡
前期営業利益 22,703
当初予測 2008 年 11 月の修正 2008 年 12 月の修正 2009 年 2 月の修正
営業面での努力 1,800 － － －
販売面での影響 － △ 6,100 △ 11,800 △ 13,900
原価改善の努力 0 △ 600 200 200
為替分銅の影響 △ 6,900 △ 6,900 △ 8,900 △ 8,900
諸経費の増加ほか △ 1,603 △ 3,103 △ 3,703 △ 4,603
計 △ 6,703 △ 16,703 △ 24,203 △ 27,203
当期見通し 16,000 6,000 △ 1,500 △ 4,500




前期実績 当期予測 08 年 11 月の修正 08 年 12 月の修正 09 年 2 月の修正
売 上 高 262,892 250,000 230,000 215,000 210,000
営 業 利 益 22,703 16,000 6,000 △ 1,500 △ 4,500
当期純利益 17,178 12,500 5,500 500 △ 3,500





月を待たないで, トヨタは 2008 年 12 月末に第
2 回目の下方修正を公表した｡ この修正でトヨ
タは 2009 年 3 月期連結決算において, 営業利
益が 1,500 億円の赤字に転落する見通しを明ら
かにした｡ 2008 年 3 月決算からわずか 1 年で,
トヨタは 2 兆 4,200 億円もの減額となったこと
になる｡
さらにトヨタは 2009 年 2 月に下方修正を行
い, 純損益が 3,500 億円の赤字となることを明
らかにした｡ この純損失は 1950 年 3 月期以来,
59 年ぶりの事態である4
2008 年 3 月期決算において, 営業利益 2 兆
2,700 億円, 純利益 1 兆 7,178 億円という莫大
な利益を上げたトヨタが, 世界的な不況の影響
を受け, わずか 1 年で垂直落下ともいえる
3,500 億円の赤字の予想を余儀なくされる事態
となってしまったのである5｡ 表 4 をみると,
当初予測より 2月の予測では自動車販売台数が






はアメリカ・テキサス工場6で 2008 年 8 月から
3 か月間の全面操業停止や, インディアナ工場
でも 8 月から大型 SUV ｢セコア｣ と ｢タンド
ラ｣ の生産を 3か月間停止などの減産に入った｡
そして 2008 年 11 月の業績予測の下方修正の
発表後, トヨタは ｢緊急収益改善委員会｣ を発
足させた｡ この委員会は ｢販売事業の建て直し
と広範な分野のコスト削減で, 今期を業績の
『底』 とすることを目指す｣7 としている｡ この
委員会での見直しの対象は ｢①労務費, 経費,
②設備投資, ③試験研究費, ④営業, ⑤原価改








を利用するなどの徹底ぶり｡ すでに 1300 億円
の改善に見通しが立ったという｡ 加えて, 原価
低減も 『半年で 500億円の実行にメドが立った』

















に, 内外 75 の生産ラインのうら 16 ラインにつ





2008 年 6 月から共同でコスト削減をすでに進
めており, 約 500 億円の利益改善の目処を付け
ている11｡






こと, ②設備投資も 2008 年度見通しの 1 兆
3,500 億円から 8,000 億円・9,000 億円のレベル
まで削減すること, また新工場・能増案件の凍
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 2008 年 11 月から 2009 年 6 月の生産計画
表 8 は, 2008 年 11 月から 2009 年 6 月まで
のトヨタの生産計画である｡ この計画は, 当初
の計画を下方修正したものであり, 当初計画と
比較して国内生産台数は 2008 年 12 月・3 万台
減, 2009 年 1 月・5万台減, 2 月・10 万台減と
なっている｡ 総生産も当初の計画より 2008 年
12 月は 13 万 1,000 台減, 2009 年 1 月は 12 万
台減, そして 2 月は 21 万台減と大幅な減産計
画となっている｡
特に対前年実績と比較してみた場合, 2009
年 1 月から 3月までの国内の減産が大きく, 前
年実績を 100 として生産計画をみると, 2009
年 1 月・65.66, 2 月・35.67, 3 月・41.23, そ
して 4 月は 42.28 となっている｡ 2 月から 4 月
までは前年実績の半分にも満たない減産計画と
なっている｡
そして, 2009 年 1 月から 6 月までの累計は,
対前年実績と比較して国内生産台数は 109 万
8,660 台の減産, 総台数は 210 万 6,127 台の減
産となり, 国内生産は対前年実績を 100 とする











をしてきた｡ さらなる減産の必要から 2009 年
1 月において全工場の稼働停止日を設け, さら
には 2月から 3月にかけて ｢会社休業日｣ を設
けた｡
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生産体制見直し・減産対応
・生産能力増強プロジェクトを延期－米ミシシッピ工場, インド新工場でのカローラ増産など｡
・昼夜 2交代体制の世界 75 ラインのうち 16 ラインを昼間勤務体制に｡




・｢緊急収益改善委員会｣ での 08 年度の原価低減 (800 億円), 経費 (500 億円) の削減｡
・役員賞与, 今期支給見送り｡
・期間従業員は約 4,700 人 (08 年 11 月末時点) から 09 年 3 月末に 3,000 人に削減｡
財務目標・設備投資計画
・700 万台の販売台数 (単体ベース) でも利益が出せる体質に｡
・09 年度の設備投資を減価償却の範囲内に (今年度比約 3割減の 1兆円以下に抑制)｡
開発計画
・｢パナソニックEVエナジー｣ (パナソニックと共同出資のハイブリッド車用電池開発会社) の新工場稼働前倒し｡
・09 年にハイブリッド車 ｢プリウス｣ など日米欧で新型車 23 モデル発売｡
表 7 トヨタの経営改善策
(出所) 『日本経済新聞』, 2008 年 12 月 23 日から作成した｡
1 月は全工場で 3 日間, 計 4 直の稼働を停止




覚悟せざるを得ず, 09 年 1 月以降においても,
数度にわたって, 全工場規模でライン稼働を停
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計 画 実 績 前年実績
2008 年
11 月 290,000 288,138 395,788
12 月 240,000 244,175 325,673
2009 年
1 月 230,000 209,224 350,277
2 月 140,000 141,127 392,457
3 月 160,000 161,346 388,094
4 月 140,000 145,516 331,100
5 月 190,000 192,637 331,597
6 月 220,000 251,171 365,135
表 9 トヨタの国内生産台数
(出所) トヨタ自動車株式会社の各月における ｢生産・国内販売・輸出実績｣
(http//www.toyota.co.jp/. 2009 年 7 月 30 日アクセス) から作成した｡
稼働日 国内生産台数 日当り生産台数 海外生産・部品 総台数
2008 年
11 月
20.0 290,000 14,500 310,000 600,000
22.5 395,788 17,591 411,522 807,310
12 月
19.0 240,000 12,632 230,000 479,000
19.0 325,673 17,141 314,629 640,302
2009 年
1 月
16.0 230,000 11,500 260,000 490,000
20.0 350,277 17,514 371,129 721,406
2 月
16.0 140,000 8,750 160,000 300,000
22.0 392,457 17,839 380,705 773,162
3 月
19.0 160,000 8,421 220,000 380,000
22.0 388,094 17,641 401,562 789,656
4 月
17.0 140,000 8,235 240,000 380,000
19.0 331,100 17,426 402,873 733,973
5 月
18.0 190,000 10,000 240,000 430,000
19.0 331,597 17,452 398,693 730,290
6 月
22.0 220,000 10,000 260,000 480,000
21.0 365,135 17,387 382,505 747,640
09 年 1 月－6月累計
1,060,000 － 1,330,000 2,390,000
2,158,660 － 2,337,467 4,496,127
表 8 トヨタの生産計画
(出所) 伊藤欽次 ｢“非正規切り”とのたたかい, ひろがる｣ 愛知労働問題研究所 『所報』, 第 144 号,
2009 年 3 月, 17 ページ－18 ページと 『中部経済新聞』, 2009 年 3 月 25 日から作成した｡




日｣ を提案し, 労使 ｢合意｣ の上で実施した｡
つまりトヨタは 2 月と 3 月は稼働停止日だ
けではなく, 会社休業日をも設けた減産態勢を
とったのである｡ この点について, トヨタは
2009 年 1 月 12 日に開催された第 2 回生産分科













けることになった｡ 2009 年 1 月から 4 月の間










表 12 は, 2007 年の労働組合員の平均賃金
と各賃金項目の金額と構成比をみたものである｡
平均賃金は 435,571 円であり, 内訳は基準内賃
















また, 表 12 では基準外賃金の中で ｢超過勤
務手当｣18 が 69.46％を占めており, この手当の
占める割合が多いことがわかる｡
さらに超過勤務手当の他に, ｢深夜勤務手当｣
と ｢時間帯手当｣ がそれぞれ 10.84％, 19.48％
を占めている｡
この深夜勤務手当は, 22 時から翌 5 時まで
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●2月・3月については, 合計 9日分, 計 18 直もの全社的な稼働停止を行わざるを得ず, そ
の全てを 『一斉年休』 によって対応することは, 労働基準法の趣旨からも適当ではない｡
●稼働停止については, ラインは非稼働とするものの出勤を行う, いわゆる ｢計画停止｣ と,
｢会社休業｣, ｢一斉年休｣ を組み合わせて対応することが重要であると考えている｡
表 10 会社休業日の理由
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0910, 2009 年 1 月 21 日より作成した｡
一斉年休 計画停止日 会社休業日
2月 14・21 日 5 日・6日 13 日
3 月 14 日・20 日・21 日 13 日 2 日
表 11 2009 年 2 月・3月の稼働停止日と勤務の取り扱い
(出所) 表 10 に同じ｡




制勤務を除き, 技能職は 8 時以前・17 時 20 分
以降, 事務・技術職は 8 時以前・17 時 30 分以
降の所定労働時間に対して, 1 時間につき基準
賃金時間割額の 25％が支払われる手当である｡
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小 計 86,032 100.00
合 計 435,571 100.00 100.00
表 12 労働組合員の平均賃金
(出所) 全日本金属産業労働組合協議会 『2007 年度 IMF-JC 加盟各組合労働諸条件一覧』
第 1巻 ｢賃金・労働時間関係等｣ から作成した｡
(注) 組合員の平均年齢は 37.5 歳, 平均勤続年数 16.9 年, 平均扶養者数 1.3 名である｡
1990 年 1991 年 1992 年 1993 年 1994 年 1995 年
金 額 (円) 107,619 95,055 69,433 70,464 67,494 81,987
構成比 (％) 28.10 25.43 19.46 19.09 17.87 20.34
1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年
金 額 (円) 81,327 99,026 86,259 85,092 93,055 94,520
構成比 (％) 19.77 22.64 20.29 19.73 20.97 21.07
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
金 額 (円) 97,743 93,591 101,340 90,850 86,769 86,032
構成比 (％) 21.58 20.88 22.25 20.56 19.93 19.75
表 13 基準外賃金の推移












86,032 円である｡ 労働組合は 2009 年 1 月 12
日の第 2 回生産分科会において, ｢連 2 から常
昼への勤務態様の変更, 総残業ゼロでの対応に
より該当する組合員の月当たりの収入は, 大き



















2 . ｢会社休業日｣ と賃金
 会社休業に関する労使協定
すでに述べたように, 2008 年 12 月 25 日に
開催された第 1回生産分科会において, トヨタ
は労働組合に対して ｢会社休業日｣ 提案した｡
そして, 2009 年の 1 月 12 日に第 2 回生産分科
会が開催され, 労働組合はトヨタの提案を受け
入れることを表明し, 最終的には 1 月 29 日の
評議会で受け入れを採決し労使協定を結んだ｡











いう水準が ｢他社と比較して場合 『低い』 位置
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一. 会社は就業規則の規定に基づき ｢会社休業｣ を行う｡
二. ｢会社休業日｣ においては, 原則, 会社が許可した者以外は, 出勤は認めない｡
三. ｢会社休業日｣ においては, 当該休業日における ｢基準賃金の日割額｣, または ｢日給｣ を支給せず, そ
れとは別に ｢基準賃金の日割額｣, または ｢日給｣ の 80％に相当する休業手当を支給する｡
四. ｢会社休業日｣ は, 一時金, 退職金, 満了慰労金・満了報奨金等の支給にあたっては, 出勤したものとし
て取り扱う｡
五. その他, ｢会社休業｣ の労働組合への事前通知については, 原則として, その 1 ｹ月前までに行うものと
する｡ ただし, ｢会社休業日｣ を突発的に決定せざるを得ない状況もあり得るため, その場合は, 会社は
組合に対し, その事情を説明するとともに, 協議のうえ決定するものとする｡
六. ｢会社休業日｣ に関する労使協定の有効期間は, 2009 年 2 月 1 日から 2009 年 8 月末までとする｡
七. その他, 細部については, 別途, 労使で取り組めを行うこととする｡
表 14 会社休業に関する労使協定













1 . 09 ゆめＷと賃金・年間一時金
 賃上げ要求と考え方
2009 年 2 月 12 日の評議会において, 労働組
合は ｢'09 ゆめ W｣25 の要求を決めた｡ 要求方
式は ｢個別賃上げ｣ と ｢平均賃上げ｣ の ｢並列
方式｣ とし, 要求内容は個別賃金では, ｢EX




する部分を ｢賃金制度維持分｣ として, 毎年の
労使交渉で決めている｡ 2009 年の賃金制度維
持分の要求は 7,100 円である｡ プラス 4,000 円
は ｢賃金制度改善分｣ であり, ベースアップに
相当するものである｡ 組合は 2006 年から賃金
制度改善分を要求しているが, 2006 年と 2007
年は 1,000 円, 2008 年の賃金制度改善分は
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●急激な生産台数の落ち込みに対する生産現場の組合員の皆さんの頑張りと, 収入面への影響については,
会社としても大変重く受け止めている｡
●休業手当の支給率を 80％とするものの, 会社非稼働日に際しては, ｢計画停止日｣ と ｢会社休業日｣ を組
み合わせることで, 結果として 80％を上回る支給率とする運用を行いたい｡
●会社非稼働日に際しては ｢一斉年休｣, ｢計画停止日, ｢会社休業日｣ の 3つを組み合わせて設定する｡
表 15 労働組合の意見に対するトヨタの見解
(出所) 表 14 に同じ｡
〇｢休業手当の支給率｣ の 80％という設定については, 雇用を守るという会社のスタンスを改めて確認した
ことに加え, ｢会社休業日｣ を設定する場合は必ず ｢計画停止｣ とセットにする前提で了解する｡
〇ただし, 計画停止日を設定する際には, 通常の出勤日であることをしっかり告知し, 年休取得を促すこと
が無いよう管理監督者に再度徹底願いたい｡
〇よって, 稼働停止日当りの収入が 90％以上確保できることから, 組合としても, 現状の会社の置かれた状
況を踏まえ, ぎりぎりの判断で ｢休業手当の支給率 80％｣ の設定を受け入れる｡
表 16 トヨタに対する労働組合の見解

















労働組合は 2009 年 2 月 18 日にトヨタに対し
て要求を申し入れ, 3 月 18 日の第 4 回労使協
議会において, トヨタから回答が出された｡
トヨタの回答内容は個別賃金で ｢EX級, 技


















年間一時金も, ｢'09 ゆめ W｣ の中にある一
つの要求である｡ 要求方式は, ｢年間協定｣ と
｢月数＋金額｣ 方式であり, 要求内容は｢基準内
賃金の 5 か月＋20 万円｣ (｢夏：2.2 か月＋20
万円｣・｢冬：2.8 か月｣), ｢但し, 2008 年度の
単独営業損益が黒字にあった場合は, 単独営業
利益 1,000 億円あたり 5 万円の調整を夏の一時
金支給時に行うこととする｣32 というものであ
る｡ これは組合員の一人平均 198 万円である｡
2008 年の要求が 5 カ月＋75 万円, 組合員一人







の組み立ては, ｢3 階建ての組み立て｣とし ｢基
礎部分｣, ｢業績反映部分｣, ｢総合加算部分｣ に
基づき, ｢月数＋金額｣ を決定する｡ そして,
年間一時金を春のゆめWで一括して協定化す






映部分は, 要求内容の ｢2008 年度の単独営業
損益が黒字にあった場合は, 単独営業利益
1,000 億円あたり 5 万円の調整を夏の一時金支
給時に行う｣ とあるように, トヨタの単独営業
利益 1,000 億円当たり 5 万円で算出しているの
トヨタの減産と労働者の生活
中京経営研究 第19巻 第1号 53
2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
要求 0 1,000 1,000 1,000 4,000
賃金制度改善分 0 1,000 1,000 1,000 0
表 17 要求と賃金改善分の推移
(単位：円)




2009 年 3 月 18 日の第 4 回労使協議会におい
て, トヨタから年間一時金の回答が出された｡
トヨタの回答は, ｢本年の賞与は, 組合員一人
平均年間 186 万円とし, 夏賞与は 93 万円, 冬
賞与は 93 万円とする｣33 というものであった｡
この回答は, 労働組合の要求である組合員の一
人平均 198 万円に対して, 12 万円低いもので
ある｡
2009 年は労働組合が昨年の要求 5 カ月＋75
万円 (組合員一人平均年額 253 万円) から要求
を 50 万円引き下げたとはいえ, トヨタの回答
は 2008 年の実績 253 万円に対して 67 万円も低
いのである｡ 1 年で 67 万円も一時金が減額と
なるのは, 労働者の生活にとっては厳しいもの
である｡ まさしく, 労働者にとって ｢トヨタ・
ショック｣ である｡
特に, 毎年, 年間一時金が増加してきたとい
う労働者の生活にとって, 突如の 67 万円の削
減は, 生活設計に大きな影響を与えたことが予
想できる34｡
なお, トヨタは 2009 年の年間一時金の減額
は, ｢激減緩和措置｣ という位置づけをしてお




異例の 『夏分だけの回答』 を主張し, 年間協定
が維持されるかどうかが焦点の一つとなってい





基幹職 (管理職) の一時金は, 組合員と比較
して大幅な削減となった｡ トヨタは基幹職に対
する 2008 年の冬の一時金を前年より 1 割削減
したが, 2009 年夏の一時金はさらに 60％の削
減率と, 過去最大の大幅な削減となった｡
基幹職の一時金は年収の 40％以上を占める
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2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年























① ｢連結子会社 (国内・海外) への貢献分｣
⇒ '08 年度の連結営業損益予想額を指標として判断




























(課長クラスに相当) が年収 1500 万円程度で,
このうち700万円がボーナス, 残りが月給といっ
たイメージだ｡ 特に夏のボーナスの配分が厚く,
700 万円のうち 450 万円程度と見られる｡ これ
が 6 割カットだから家計に与える影響は大き
い｣38｡
この 450 万円の 60％は 270 万円である｡ し
たがって, この 40 歳代なかばの基幹職 3 級の




























本名, ｢ヴィッツ｣) を生産している｡ 減産のた
め非稼働日の設定は, 日本だけでなくこのフラ
ンス工場でも実施された｡ その結果, ライン労





CGT (フランス労働総同盟) と FO (労働者の
力) 系の労働組合が組織されている｡ 労働組合
員はあわせて数十名である｡ ストライキは
2009 年 4 月 6 日, 午前 5 時 30 分から 60 名で
始められ, 4 月 16 日から 4 月 19 日は工場の出
入り口の封鎖が行われるという争議が行われた
のである｡







｢ストライキ参加者は, 4 月 13 日…… 311
名, 14 日…… 384 名, 15 日…… 452 名,






11 時 45 分～13 時 15
ママ
の間, 青色組は 14 時 15
分～16 時 15 分の間, 緑色組は真夜中に私たち
のところ (ストライキ委員会) に来てください









の 75％, 手取り給料の 95％近くにあるものと
予想している (中略)｡ このメーカー (注：ト
ヨタのこと｡ 筆者による) のスポークスマンに


























いる｣45 であるとか, 2009 年 2 月 12 日に開催
された評議会における ｢我々の職場でも残業規








トヨタは, 収益改善委員会の 2009 年度の目
標として労務費を 2008 年度と比較して約 10％
低減することにしている47｡ また, ｢残業目標｣
を管理・間接部門では 6月より ｢原則, 残業ゼ
ロ｣, 直接部門 (工場) では ｢原則, 総残業ゼ
ロ継続｣48 と時間外労働のゼロ化を継続しよう
としている｡










ればならない｡ これがあって, 本当の ｢ゆめ
W｣ となるであろう｡
注
1 トヨタは 2008 年 11 月, 2008 年 10 月末に約
6,000 人の期間従業員を 2009 年 3 月末までに約
3,000 人まで削減する方針を明らかにした (『中
日新聞』, 2008 年 11 月 7 日)｡ その後, トヨタ
は 2009 年 1 月に, 4 月以降も生産水準が上向か
ない場合, 期間従業員をゼロとする可能性を示
した (『日本経済新聞』, 2009 年 1 月 20 日)｡
2 『中日新聞』, 2009 年 1 月 18 日｡
3 2008 年 5 月での見通しは前期実績と比較して,
1 ドル＝100 円の 14 円高, 1 ユーロ＝155 円の 7
円高を見込んでいる｡ トヨタは円高が 1 円進む
と半期ベースで対ドルでは 200 億円, 対ユーロ
では約 30 億円の営業減益要因となる｡
4 『中日新聞』, 2009 年 2 月 7 日による｡
5 トヨタの 2009 年 3 月期の連結決算は, 連結販
売台数 756 万 7,000 台 (対前期比 15.1％減, 134
万 6,000 台減), 売上高 20 兆 5,295 億円 (同 21.
9％減, 5 兆 7,597 億円減), 営業利益 4,610 億円
の赤字, 当期純利益 4,370 億円の赤字となった｡
6 テキサス工場は大型ピックアップトラック
｢タンドラ｣ の生産専用工場である｡
7 『中日新聞』, 2008 年 11 月 8 日｡




足後, 連日, ミーティングで GL が ｢課長のは
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どと発言し, トヨタの厳しい状況を訴えていた
という｡
9 伊藤欽次 ｢700 万台でも利益が出せるトヨタ
にするというが｣ 愛知労働問題研究所 『所報』,
第 143 号, 2009 年 1 月, 31 ページ｡
10 インドについては 『日本経済新聞』, 2009 年 1
月 29 日による｡





6 時 25 分から 15 時 5 分までの勤務を 1 直, 16
時から 0時 40 分までの勤務を 2直という｡ 減産
体制に入り, トヨタは減産体制に入り, 1 直の
みの勤務とした｡




(『中日新聞』, 2008 年 12 月 23 日)｡
15 伊藤欽次 ｢700 万台でも利益が出せるトヨタ
にするというが｣ 愛知労働問題研究所 『所報告』,
第 143 号, 2009 年 1 月, 35 ページ｡
16 同上｡
17 例えば, 全日本金属産業労働組合協議会 『IM
F-JC加盟各組合労働諸条件一覧』 第 1巻 ｢賃金・
労働時間関係等｣ からホンダと日産の基準外賃
金の割合をみると, それぞれ 7.01％, 18.58％で
ある｡
18 トヨタの超過勤務手当は, 時間外労働の場合,




No. 0910, 2009 年 1 月 21 日｡
20 トヨタ自動車労働組合 『週間トヨタ』, No.
2141, 1987 年 3 月 26 日｡
21 企業の都合での休業日の設定などにより休業
手当を払った場合, 雇用調整助成金を申請すれ
ば休業手当の 3 分の 2 を国が補助するが, トヨ
タはこれを申請していない｡ 2009 年 1 月末の時
点で, 三菱自動車, マツダ, 三菱ふそうトラッ
ク・バス, 日産ディーゼルなどが申請の手続き
を進めている (『中日新聞』, 2009 年 1 月 27 日)｡
22 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0910, 2009 年 1 月 21 日｡
23 労使協定の期間はトヨタの当初の提案では,
｢2009 年 2 月 1 日から 2010 年 3 月末日まで｣ で
あったが, ｢2009 年 8 月末日｣ と変更された｡
これは, 8 月末日は ｢修正年計｣ が確定する予
定となっているためである｡
24 20％の減額は, 組合員一人当りの平均で月 1
万円前後の減額となるという (『中日新聞』,
2009 年 1 月 10 日)｡
25 トヨタ自動車労働組合は, 1989 年から ｢春闘｣
とは言わず ｢ゆめW｣ と言っている｡ トヨタ自
動車労働組合によれば, これはWage (賃金)
とWorking time (労働時間) の頭文字Wをとっ
たものであり, 賃上げと労働時間の短縮をダブ
ル (W) でねらったものとされている｡
26 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.




30 『日本経済新聞』 (夕刊), 2009 年 3 月 18 日｡
31 『日本経済新聞』, 2009 年 3 月 19 日｡
32 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0913, 2009 年 2 月 2 日｡
33 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0929-①, 2009 年 3 月 19 日｡
34 トヨタには会社, 従業員, 労働組合が出資す





ス』, No. 0930, 2009 年 4 月 1 日)｡
35 『日本経済新聞』, 2000 年 3 月 19 日｡
36 『中日新聞』, 2009 年 3 月 17 日｡
37 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0929-①, 2009 年 3 月 19 日｡
38 『週刊ダイヤモンド』 第 97 巻 20 号, 2009 年 5
月, 44 ページ｡
39 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0910, 2009 年 1 月 21 日｡
40 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』,
No. 0929-①, 2009 年 3 月 19 日｡
41 正式名称は Toyota Motor Manufacturing
トヨタの減産と労働者の生活
中京経営研究 第19巻 第1号 57
France｡ 設立は 2001 年 1 月｡ 2007 年 5 月現在,
3,959 名の労働者を雇用している (トヨタ自動車
株式会社広報部 『トヨタの概要 2008』, 2008
年 4 月による)｡
42 全トヨタ労働組合をサポートする市民の会
『れいめい』, 第 7 号, 2009 年 5 月 22 日｡
43 同上｡
44 拙稿 ｢トヨタの賃金格差｣ 猿田正機編 『トヨ
タ企業集団と格差社会』 ミネルヴァ書房, 2008
年, 103 ページ｡
45 『中日新聞』, 2009 年 2 月 19 日｡
46 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.
0916, 2009 年 2 月 16 日｡
47 トヨタ自動車株式会社人事部企画部 『トヨタ
復活・再生に向けた ｢コミュニケーション徹底
月間 (臨時SAMIT) 展開の趣旨｣, 2009 年 4月｡
SAMIT とは ｢Semi Annual Management In-








年 3 月期も 『大幅赤字』 トヨタショック未だ治
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